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令和 5 年度佐賀市ふるさと納税寄附募集広告業務公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 委託業務の内容 

(１) 業務の名称 

令和 5 年度佐賀市ふるさと納税寄附募集広告業務 

(２) 業務の目的 

一般社団法人佐賀市観光協会（以下「本会」という。）が実施するふるさと納税事業（以

下、「ふるさと納税」という。）の寄附募集について、佐賀市（以下「市」という。）の魅力

をより広く発信し、市のふるさと納税の認知の向上、魅力の向上を図るとともに、効率的か

つ戦略的な広報・広告等の運用を遂行し、市への寄附を促進することを目的とする。 

(３) 契約期間 

令和 5 年７月１日から令和 6 年３月３１日まで 

 ただし、受託者の裁量により、広報・広告の実施内容が期間を超えることについての制限

は設けないものとする。 

(４) 契約の相手方の選定 

本業務は、公募による企画提案を募集し、優れた提案及び能力を有し最も適格と判断され

る事業者を契約予定者とする。 

(５) 業務内容 

別紙１ 令和 5 年度佐賀市ふるさと納税寄附募集広告業務仕様書（以下「仕様書」とい

う。）のとおり 

 

２ 広告業務予算 

(１)本業務の予算は、8,700,000 円（消費税額及び地方消費税額を除く。）とする。ただし、

寄附額が 1,700,000,000 円を超過した場合は、追加予算をつけ仕様書に示す業務の拡充を依

頼することがある。 

(２)寄附額 1,800,000,000 円を超過した場合（本業務の実施により、その効果として寄附額

の増加が明らかに認められない場合を除く。）、成功報酬として、本予算とは別に、受託者に

1,000,000 円（消費税額及び地方消費税額を除く。）を支払うものとする。 

 

３ 応募資格 

(１) 企画提案に応募できる者に必要な資格は、次のとおりとする。 

① 地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４の規定に該当しない者 

② 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)又は民事再生法(平成１１年法律第２２５号)

に基づき更生手続き開始又は民事再生手続き開始の申し立てがなされていない者 

③ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）に抵触

する行為を行っていない者であること。 
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④ 企画提案書の提出期限までの間、公共機関等から指名停止措置又は指名回避措置を受

けていない者 

⑤ 国税及び地方税の滞納が無いこと 

⑥ 当該業務の円滑な履行ができる実施体制が整備できること 

⑦ 自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれにも該当する者ではないこと及び次の各

号に掲げる者が、その経営に実質的に関与していないこと 

ア 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。) 

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的

をもって暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若

しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

(２) 上記(１)を満たす１事業者を代表とする複数事業者による共同提案による参加も可能

とするが、その場合は代表事業者が上記(1)の全てを満たし、かつ、構成事業者が上記(１)

の①～⑦を満たさなければならない。 

 

４ スケジュール（予定を含む。） 

項 目 期 日 

質問受付期限 6 月 14 日（水）正午まで 

質問の回答 随時質問者に回答する 

企画提案書の提出期限 ６月 26 日（月）午後５時まで 

審査 ６月 29 日（木）～30 日（金）

予定 

審査結果の通知 7 月 5 日（水）まで 

(1) 企画提案書作成等に関する質問の受付 

① 受付期限 令和 5 年 6 月 14 日（水）正午まで（必着） 

② 提出方法 

・指定様式（様式第３）を用いて、電子メールにより提出すること。 

・電子メールアドレスは、下記のとおりとする。 

furusato@sagabai.com（佐賀市観光協会ふるさと納税課） 

・電子メールの件名は「プロポーザル質問」と入力し、指定様式を添付した上で送信する

こと。また、電話にて受信確認をすること。 
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・電話や口頭、受付期間以外の質問は一切受付しない。 

(2) 回答質問に対する回答は、随時質問者に回答する。最終的には、令和 5 年 6 月 16 日

（金）までに回答する。 

ただし、質問又は回答の内容が質問者の具体的な提案事項に密接にかかわるものでなく、質

問者において共有した方がよいと本会が判断する事項については、質疑応答集を作成し、本

会のホームページ上で公表する。 

 

５ 企画提案書の提出 

(１) 提出書類及び部数 

① 企画提案書表紙（様式１） 正本１部 

② 企画提案書（自由様式） 正本１部 副本５部 

・日本工業規格Ａ４判片面印刷で１０～３０頁以内を目安とする 両面印刷する場合は５

～１５頁とする。 

・仕様書に基づき、提案者のノウハウ、企画等を提案し、特色が分かりやすいものとする

こと。具体的には、以下について記載すること。図表等を用いることも可とする。 

企画概要 ・企画提案する内容全体の考え方、コンセプト等について記載すること。 

実施体制 ・事業実施体制について記載すること。なお、従事予定者について、参

考となる履歴、資格等がある場合はその旨を記載すること。 

企画案の内容 ・企画提案書には、その広告を行うことで見込む効果や費用感を、実施

内容ごとに記載すること。費用感は、見積書に記載するものと相違があ

ってはならない。 

・提案書にて略語や専門用語、審査員が理解しかねる可能性のある用語

については、注釈を設け、用語集を用意すること。用語集は提案書のペ

ージ数には含まない。 

（例）CTR*1 *1 CTR：表示された広告が実際にクリックされた率を

示す。 

・ＬＰのサーバー費については、佐賀市観光協会のサーバー使用を想定 

する。 

・ＬＰの全体レイアウト及び UI デザインについて、想定で良いので 

提案すること。 

・楽天ふるさと納税ポータルサイトは、レイアウトデザインやイベント 

などに応じたバナーの製作を含む。 

・楽天ふるさと納税ポータルサイトは、トップページのデザイン想定及 

び商品ページの想定デザインを提案すること。 

成果把握 ・目的の達成状況を把握するための方法について記載すること。 

スケジュール ・全体スケジュール及び進行管理について記載すること。 
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実績 ・過去に国又は地方公共団体から受注した同様又は類似の業務実績があ

る場合は、その内容について記載すること。 

③ 付属書類 各１部 

・会社等の概要（様式任意。既存のパンフレット等可） 

・履歴事項全部証明書（提出日の３か月以内の原本） 

※共同提案での申請の場合は、全ての構成団体について提出すること  

④ 費用見積書（様式任意） 正本１部 

ア 見積に係る積算内訳書を別途添付すること（様式任意）。 

(２) 提出期限 令和 5 年 6 月 26 日（月）午後５時まで（必着） 

(３) 提出方法 持参又は郵送による。 

（郵送の場合は 6 月 26 日（月）正午までに必着） 

(４) 提出先 

〒840－0826 佐賀市白山二丁目７番１号 エスプラッツ２階 

（一社）佐賀市観光協会 ふるさと納税課 宛 

 

６ 業務委託候補者の選考 

(１) 選考方法 

① １次審査及び２次審査による審査を行う。 

② １次審査は、書類審査により行う。審査結果は、確定後直ちに、提案者に電子メール

及び文書で通知する。 

③ ２次審査は、プレゼンテーションにより行う。１申請者につき５０分（説明３０分、

質疑２０分）を予定し、順次個別に行う。 

④ ２次審査の結果により提案内容の順位付けを行い、順位が１位である提案者を業務委

託候補者とし、１位の者と本会が協議・合意の上契約内容を決定し、候補者が契約者と

なる。この協議が不調となり１位の者を契約者とすることができなかった場合は、次順

位の者と順次協議を行い合意の上契約内容を決定し、最終的な契約者を決定する。 

⑤ 詳細については、別途連絡することとする。 

(２) 選考基準 

別紙「審査項目及び配点（合計６５点）」により行うものとする。 

  

７ 欠格事由 

(１) 次のいずれかに該当する場合は、応募者を失格とする。 

① 提出された提案書等に記載されている文字の判読が困難である場合、又は文意が不明

である場合 

② 本実施要領等に従っていない場合 

③ 選考に参加しなかった場合 
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④ 同一の応募者が２つ以上の提案書を提出した場合 

⑤ 企画提案方式による公正な企画提案の執行を妨げた場合 

⑥ 民法（明治２９年法律第８９号）第９０条（公序良俗違反）、第９３条（心裡留保）、

第９４条（虚偽表示）又は第９５条（錯誤）に該当する提案を行った場合 

⑦ 発表済の内容と酷似した提案を行った場合 

(２) その他 

① 企画提案書の提出を取り下げる場合は、速やかに「参加辞退届」（様式第２）を提出す

ること。 

② 参加辞退届の提出があった場合も、既に提出された企画提案書等は返却しない。 

③ 企画提案書等の再提出は認めない。 

④ 審査は提出された企画提案書等により行うが、提案受付後、提案内容について説明を

求めることがある。 

  

８ その他必要な事項 

(１) 契約に関する条件等 

① 業務内容の協議 

契約後の業務にあたっては、企画提案された業務そのものを実施するものではなく、本

会と十分に協議の上、決定するものとする。 

② 成果品の利用（二次利用等） 

本業務による成果品の著作権及び使用権等全ては本会及び市に帰属するものとし、ま

た、本会及び市は、本業務の成果品を、自ら使用及び使用許諾した範囲に必要な範囲にお

いて、随時利用できるものとする。 

③ 機密情報の取扱い及び関係法令の遵守 

受託者は、本提案の実施及び本業務を通じて知り得た、個人情報を含むすべての情報

（既に公知になっている情報は除く）は、機密情報として取扱うこととし、詳細について

は、仕様書の「９. 機密情報の取扱い及び関係法令の遵守」各号の規程に従うものとする。 

(２) その他留意事項 

① 企画提案書の取り扱い 

ア 提出された企画提案書は、原則として返却しない。また、提出期限以降における企

画提案書の差し替え及び再提出は原則として認めない。 

イ 企画提案書作成に要する費用等は、すべて提案者の負担とする。 

② 提出後の変更 

企画提案書に記載した配置予定の総括担当者等を変更することはできない。 
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別紙 

審査項目及び配点（合計６５点） 

 

評価項目 観点 配点 

業務の理解度 1 事業の目的、趣旨を十分に理解した上で、具体的かつ

実効性の高い提案となっているか 

10 

2 仕様書に示されたターゲット市場等について、十分に

理解しているか。 

10 

企画案の内容 3 広報・広告業務の実施計画は、具体的かつ分かりやす

いものとなっているか。 ターゲット市場ごとに最適

な媒体を選択し、提案しているか。 

20 

4 測定結果を踏まえた適切な分析及び仮説立案を行う

ことが見込まれるか。 

10 

業務遂行能力 5 実施体制及び役割分担、各担当者の業務実績が具体的

に明示されているか。 

5 

6 業務工程ごとに明確なスケジュールが記載されてい

るか。 

5 

経費積算の妥当性 7 提案内容に対する積算金額は妥当か。また、経費内訳

は明確かつ適切に記載されているか。 

5 

合  計 65 
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様式第１ 

 

提案書 

 

 年   月   日 

 

佐賀市観光協会会長 牛島 英人 様 

 

 

郵便番号 

住所（所在地） 

団体名 

代表者名  

 

 

令和５年度佐賀市ふるさと納税寄附募集広告業務公募型プロポーザルに応募したいの

で、「令和５年度佐賀市ふるさと納税寄附募集広告業務公募型プロポーザル実施要領」に

基づき下記書類を添えて提案書を提出します。 

 

 

記 

 

 

１ 企画提案書（自由様式。ただし、Ａ４判片面印刷で１０～３０頁以内を目安とする。） 

  

２ 提案書付属書類(各１部) 

・会社等の概要 

・履歴事項全部証明書 
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様式第２ 

 

 年   月   日 

 

 佐賀市観光協会会長 牛島 英人 様 

 

 

郵便番号 

住所（所在地） 

団体名 

代表者名  

 

 

参 加 辞 退 届 

 

 

令和５年度佐賀市ふるさと納税寄附募集広告業務に関する委託業者選定のための公募型

プロポーザルを辞退します。 
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様式第３ 

質問用紙 

 

法人等名 

 

 

 

 

担当部署 

 

 

 

 

担当者職・氏名 

 

 

 

 

質問件名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


